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現代損害賠償法における公平責任 
（概要書） 
 
毛東恒 
 
Ⅰ．本論文の目標と構成 
本稿は過失責任と危険責任ならびに報償責任から構成する不法行為法の帰責体系に対し、
それ以外の帰責原理の存在可能性を探求するものである。 
過失責任主義に基づき、過失責任原理は現在の不法行為法の基本的な帰責原理となって
いる。しかし、過失の不存在を理由とする行為者の絶対的な免責については、無過失責任
理論の発展によって事実上否定され、過失責任主義の不法行為法における単一主導の地位
が修正されている。これまで、不法行為法の帰責原理としては、一般的に過失責任と無過
失責任があるといわれ、後者の無過失責任としては、危険責任や報償責任が挙げられてい
る。 
以上の帰責原理に対して、比較法的に見れば、過失責任、危険責任、報償責任以外の帰
責原理として、公平に基づき、または当事者の経済状況などを考量し、損害賠償責任を調
整するアプローチが存在している。それは公平責任と一般的に呼ばれるものである。本稿
は公平責任について比較法的に研究を行い、ドイツ、オーストリア、オランダ、ロシア及
び東欧諸国、スイス、そして中国の法規定を考察した上で、公平責任の実態究明とともに
理論問題の発見を通じて、不法行為法帰責理論の中における公平責任の発展について一つ
の提言を試みるものである。 
論文の構成は 5 章からなる。「序」と「むすび」も含め、七つの部分によって、研究を行
っている。 
 
Ⅱ．各章の概要 
序の概要 
序論においては、問題の設定を述べ、日本民法典の不法行為法規定の中には存在しない
公平責任について概観した。日本における公平責任に対する研究を紹介し、公平責任に関
連する各国の法規定を示しておいた。その上で、公平責任に関する研究意義について、既
存の帰責原理との関係を中心に説明している。 
即ち、公平責任と過失責任の関係について、過失責任の行為者及びその行為に対する否
定的評価とは対照的に、公平責任は被害者の立場を含むその他の要素に基づき帰責の可能
性を考えるものであり、不法行為法が「損害の公平妥当な分配」を理想とするならば、公
平責任はそれを実現するための一つの選択肢である。公平責任は帰責原理として、現在の
過失責任からも無過失責任からも救済されない被害者に対して、新しい損害賠償の根拠を
提供し、被害者救済の可能性を帰責原理のレベルで拡張することに資するのである。 
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序論の最後に、論文の構成についても、詳しく説明を加えている。章立てに関して、具
体的な場面に限定される公平責任、一般的な帰責と規定される公平責任、公平責任的な要
素に基づく損害賠償責任の軽減という分類に沿って、各国の公平責任を検討していくもの
である。 
 
第一章の概要 
第一章「ドイツ不法行為法における公平責任」は、ドイツ民法 829 条に規定されている
責任無能力者の損害賠償責任に対する考察である。 
第一節において、ドイツ民法 829 条の全体を把握しようとしている。 
ドイツ民法 829 条の内容は次のように説明されている：不法行為責任は、原則として、
損害を惹起した者自身の責任能力がその前提となっている。だが、同法 827 条或は 828 条
の要件に満たされる場合には、損害を惹起した者の損害賠償責任は否定される。しかし、
これによって、被害者は損害の賠償を完全に受けられないとすると、場合によっては、不
公平な結果が生じることになる。したがって、829 条の規定は、厳格的な前提条件に基づき、
第三者が損失の負担を負わないときにおいて、損害を惹起した者に損害賠償の義務を負わ
せるものである。 
本節は、この規定の趣旨を確認し、さらに細部について検討を加えている。そして、公
平に基づく事情の考量において、事情は、主に「当事者の経済状況」と「損害の重大さ」
を指すことを明らかにしている。次に、当事者の経済状況の考量に関して、特に保険の存
在が一つの重要なファクタとなっていることで、ドイツ公平責任と保険の関係について検
討を加えている。保険の公平責任に対する影響は、加害者負担能力の増加として考量され、
当事者の経済状況という具体的な事情の範疇の中に置かれるものである。 
第二節において、ドイツ公平責任の歴史について紹介している。公平責任の歴史はプロ
イセン一般ラント法の規定に遡ることができる。ドイツ民法が制定される前に、ドイツに
おいてプロイセン一般ラント法（ARL）が存在していた。原因責任主義に対する修正と過
失責任主義に対する修正という本質的な違いがあるものの、プロイセン一般ラント法にお
ける公平責任は、現行ドイツ民法における公平責任の前身と考えられる。そして、ドイツ
民法 829 条の成立と趣旨については、成立当時の状況を見たところ、公平責任が無過失の
帰責原理であることが判明した。公平責任の成立に関して、責任無能力者の主観的な故意・
過失の有無が考量されないことも明らかとなっている。 
なお、ドイツ公平責任発展の中において、イェナ大学教授ユステゥス・ウィルヘルム・
ヘーデマンは、原因責任・過失責任以外の公平責任の第三の帰責原理としての地位につい
て論じた上で、「具体的公平責任」という帰責原理の存在を唱えている。つまり、ヘーデマ
ンの「具体的公平責任」は、文言通り「具体的な公平責任」、即ち具体的な場面ごとに具体
的な状況ないし要素を考量し公平な損失分担を実現する帰責のアプローチである。一方で、
ヘーデマンは「具体的公平責任」が過失責任のような一般原理にはなっていないとも明言
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しており、論説を全体的に見れば、彼の態度は、「具体的公平責任」以上の原理の発見が不
可能であると表明しているようにも見える。 
第三節においては、ドイツ公平責任の本質を検討している。まず、公平責任と違法性の
関係について、ドイツ民法 829 条における公平責任の規定は、責任無能力者の責任無能力
のゆえに、過失責任から離れた無過失の責任と位置づけられる。他方、公平責任が適用さ
れるためには、客観的な過失・違法な侵害が要件とされている。その理由として、責任能
力者の免責事由が責任無能力者にも適用しなければならないということが挙げられている。
そこから、ドイツ民法 829 条における公平責任は、主観的な理由から帰責能力がないか、
または青尐年あるいは高齢者の精神的な特徴から主観的な過失が否定されることで賠償責
任が免除されるを対象として、純粋に主観的な根拠から生じる免責に対して再修正するた
めの帰責原理であることを確認した。他方で、ドイツ公平責任の中心は「経済状況の考量」
であることも示されている。しかし、公平責任の内容を主に経済状況の考量といいながら、
財産に基づく帰責は、学説により一般的に支持されていないのが現状である。したがって、
ドイツ公平責任における経済状況の考量という実質的な内容の不明瞭さが原理の更なる発
展の支障となっていることも確認できる。 
 
第二章の概要 
第二章「オーストリア・オランダ不法行為法における公平責任」は、両国の不法行為法
に存在している具体的な場面に適用する公平責任の規定を中心に考察したものである。そ
こから、公平責任について各国の認識に段差があることが明らかにされる。 
第一節において、まずオーストリア不法行為法における公平責任について、確認をして
いる。オーストリア一般民法典にある公平責任の規定は次のような内容である：法典は、
基本的に行為者の過失によって行為をした場合にのみ損害に対する賠償責任を負うと定め
ている。しかし、特別な場面においては、無過失の行為をした行為者にさえ賠償責任を負
わせることがある。未成年者及び精神障害者の損害賠償責任はその一例である。この場面
においては、過失以外の他の帰責要素が取り入れられ、加害者の損害賠償責任を課すこと
が可能になっている。他方の例として、緊急避難に規定される介入責任がある。 
オーストリア公平責任では、責任無能力者の損害賠償責任に関して、実質的な主観的過
失、結果的不法（正当防衛の放棄）、負担能力、利益の獲得（不当利得の返還）という四つ
の具体的な内容が示され、それを根拠にして帰責を図るに至っている。緊急避難責任に関
しては、過失・違法性が否定されながら損害賠償の責任が課される不法行為責任中の一つ
の例外的な存在として、理論発展により、最終的に不当利得の原則を援用して帰責を図る
に至っている。 
そこで、オーストリア一般民法典によって体現された公平責任は、公平責任のもう一つ
の形態を表している。つまり、裁判官の考量は、最初から公平のために損失の分担を行う
ものでなく、明文上考量の要素が示されることで、裁判官はそれに基づき損害賠償責任を
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決めることになる。これは、単なる「公平」ではない、より具体的な公平責任（「公平」を
要件としない公平責任）である。 
第二節においては、オランダ不法行為法における公平責任について確認している。 
オランダの現行法においては、損害賠償に対する「集団責任内部の責任分担」と「使用
者と被用者間の責任分担」について公平責任の規定が存在している。公平責任の具体的な
内容に関して、集団責任の内部求償の場面においては、故意と過失の区別によって責任の
分担を調整することになっている。使用者と被用者の間の求償の場面においては、被用者
にある非難可能性の程度、雇用期間の長さ、与えられた任務の性質、仕事の遂行に当たっ
て優秀な被用者としてもときには過失によって第三者に損害を与える可能性、報酬の多寡
などが考量される。その一方で、法条の内容は、「具体的な事情」と「公平」の考量を規定
することで、実質的な公平の実現するという法的理念を宣言したものと考えられる。 
実質的な公平の実現といえば、オランダにおいては、裁判官の裁量権の重要性が強く意
識されている。裁判官の裁量が責任の内容まで及んでおり、裁量に基づく責任の決定を公
平責任の内容と考えると、オランダの公平責任は、特に裁判官の裁量を不法行為帰責の中
で正当化しているものといえる。裁判官の裁量を重要視することについては、不法行為法
だけではなく、オランダ法の基礎として歴史的に形成されてきた観念でもある。そこで、
オランダ公平責任の場合、具体的な責任の内容を確立することに重点を置かず、代わりに
意図的に裁判官の裁量権を強調し、それによって責任の決定における実質的な公平の実現
を図ろうとしたものということができよう。そして、責任決定における公平判断の適切な
運用のために、法が事前にその可能性ないしアプローチの手掛かりを与えている。 
本章の第三節においては、ドイツ公平責任も含め、3 カ国の不法行為法が定める公平責任
の構造に対する認識の段差について検討を加えている。 
オランダ民法においては、一般規定即ち過失に基づく責任の成立及び決定から逸脱した
特別な場面について、損失の分担が直接に裁判官の自由裁量によって決められることとな
っている。つまりオランダ不法行為法の立場として、特別な場面において、裁判官の自由
裁量権は、拘束を受けず、一般的に正当化されている。公平責任の構造の中においても、
オランダ不法行為法は、裁判官の完全な自由裁量を損失分担の方法ないし基準の一環とし
て採用しているといえるだろう。 
オランダ不法行為法の立場とは対照的に、オーストリア一般民法典 1310 条に規定されて
いる公平責任は、具体的な事由を示し、それに基づく帰責を図ることになっている。この
ような責任の構造は、裁判官の自由裁量を制限する効果があり、オランダの公平に基づく
責任分担と比べて、具体的な責任内容を追求する点において、基本的な認識の差が明らか
である。 
裁判官の自由裁量権を正当化するオランダ民法の立場と公平責任の具体的な内容を規定
したオーストリア民法の立場は公平責任について二つの形を提供している。法条の文言に
おいて、「公平に基づく損失分担」だけを宣言することと、具体的な責任の内容を示すこと
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は、大きく異なる。 
これに対して、ドイツ民法の規定は公平に基づく損害賠償責任を規定する一方で、賠償
責任の範囲として「相応な生計並びに法定扶養義務の履行のために必要な資力を失わせな
い限度」を設けていることによって、オランダ、オーストリア以外の第三の構造を採って
いる。ドイツ公平責任の立場は、経済状況及び損害の重大さを中心的な要素とした責任の
構造を採りながらも、それ以外の事情も考量し、最終的に公平な損失分担を実現すること
をその法的理念としているといえよう。このような構造は、公平責任の内容を具体的に示
すことができると同時に、裁判官の自由裁量による紛争解決の可能性も残すことを可能に
するものである。 
 
第三章の概要 
第三章「中国不法行為法における公平責任」は、現行不法行為法である中華人民共和国
侵権責任法（中国侵権責任法）24 条の規定を確認しようとしたものであり、歴史的に形成
してきた中国公平責任理論の発展を考察し、公平責任に関して中国不法行為法の態度が変
化しつつあることを明らかにしている。 
第一節において、中国侵権責任法 24 条の内容を紹介し、立法の趣旨と近時の理解をまと
めた上で、新法規定からの問題提起を示している。 
中国不法行為法の現行法である中国侵権責任法 24 条は、「被害者及び行為者いずれにも
損害の発生について故意及び過失がないときは、実際の状況に基づき、双方に損失を分担
させることができる。」と定めている。 
この条文には「公平分担損失（損失の公平分担）」との見出しがつけられ、責任の範囲に
ついては明文上示されていない。「被害者及び行為者いずれにも損害の発生について故意及
び過失がないとき」に適用できるとすれば、この規定によって公平責任という一つの一般
的な帰責原理が掲げられたように思われる。しかし、中国侵権責任法 24 条の文言では公平
責任の適用範囲が明示されていないにも関わらず、新法の成立以来、立法者をはじめとし
て中国の代表的な法学者からは、公平責任を特別な場面で限定的に適用することについて、
ほぼ異議が唱えられていない。有力学説から公平責任の一般的な帰責原理の性質が否定さ
れることにより、中国侵権責任法 24 条に規定される公平責任から実質上の帰責の機能が失
われ、通説的には、本条は単に「損失の公平負担」のために法が過失責任、過失推定責任
及び厳格責任に基づかなくても当事者間における損失の負担を調整することができること
を宣言するものと解されるに至っている。つまり、通説的には、特別な場面に対応する具
体的な法規定の存在も考えると、中国侵権責任法 24 条の規定は早くも空文化され、通説の
解釈に変動が生じない限り、条文自体は責任の決定につきなんら現実的な意義を持たない
ものになっているといえよう。 
一方で、通説に対して、疑問はないわけではない。もし公平責任が不法行為法の帰責原
理ではないとするならば、公平責任による賠償責任は当然に発生しないはずである。しか
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し、公平責任の規定に基く行為者の損失を負担する可能性はなお現在も残されている。こ
れは伝統的・通説的な不法行為法理論から見れば、論理的な矛盾となり、中国侵権責任法
24 条に規定される「損失負担」の性質に関する説明の厳密性が疑われる。 
第二節においは、立法における公平責任内容の変化、公平責任の適用に対する司法の立
場、学説による公平責任理論の変遷を調べて、中国公平責任の本質にせまっている。 
2009 年に成立した中国侵権責任法 24 条の規定は、損害賠償について初めて設けられた
ものではなく、公平責任の歴史は、中華人民共和国の建国当時に行われた立法活動に遡る
ことができる。そして 1986 年に成立した「中華人民共和国民法通則」によって公平責任が
確立されている。その後も、中国侵権法が成立するまでに、公平責任に関する立法案は多
数提案されており、本稿ではそれらについて検討を加えている。 
長期にわたる立法過程における公平責任の変遷にもかかわらず、中国の法院（裁判所）
は、現在に至るまで、公平責任を帰責の一般原理ないし一般原則として援用している。中
国侵権責任法 24 条の規定及び民法通則 132 条規定の司法における適用を見たところ、その
適用は特別な場面に限定されず、一般的な帰責原則として、文言通りに「被害者及び行為
者いずれにも損害の発生について過失がない」という場面に積極的に行われている。この
点については、新法が施行されてからの一部の判決を見る限りでも、基本的に変わってい
ない。 
一方、公平責任に対する民法学界の認識は多様に存在している。民法通則の成立した当
時から議論が始まり、定論のないまま公平責任の帰責原理、原則性の性質について次第に
賛否両論に分化し、各自の論理・論説が主張されている。 
第三節において、中国公平責任の本質について、再確認を行っている。 
第二節の調査に基づき、第三節の冒頭では、公平責任に関する立法・司法・学説の態度
をまとめている。つまり、中国の公平責任をめぐる立法における条文の変化、司法におけ
る適用の実態、学説における理論の発展を調べてきたところ、立法、司法、学説の間に公
平責任に対する理解のずれが目立っている。その特徴として、立法は公平責任原則の一貫
性を維持し、司法は公平責任を裁判官の自由裁量権として援用しており、一方、学説は立
法と司法より先行して独自の理論的発展を遂げている。 
具体的には、公平責任に関する立法の立場は、一貫して、損害賠償の調整に働く過失責
任以外の原理・原則を築こうと努力していることである。他方、これまでの公平責任に関
する司法の果たした現実的な意義は、損害賠償責任の決定に対する法官（裁判官）の自由
裁量権を創出した事実の中に求めることができる。立法と司法の立場及び実態に対して、
中国の学説は、公平責任について、問題の重点をまた他の側面から捉えている。すなわち、
学説による議論は、公平責任の具体的内容と裁判官の自由裁量権に関するものではなく、
公平責任と帰責体系との関係について検討を集中してきた。公平責任は、一般的な帰責原
理か、特殊な帰責原理か、または一般的な損失分担原則か、特殊な損失分担原則かについ
て、意見の不一致が明らかに存在している。それにもかかわらず、公平責任を完全に排除
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しようとする有力な論説は、実際上、ほとんど現れなかった。したがって、中国公平責任
に関する学説の議論は、公平責任の存在意義としての本質に関心を寄せることなく、専ら
不法行為法体系の中における公平責任の位置づけに関して争点が絞られているといえよう。
そして、最近の通説は、公平責任を特殊な損失分担原則とすることで一致に達し、議論の
帰着点に至っている。 
学説が公平責任の位置づけを示しても、公平責任の内容と根拠に対する検討が未だ不十
分であることは明らかである。立法により「実際情況」だけが規定されたことによって、
司法が自由な裁量権を得たこととなっている。これに対して、学説は、公平責任の内容と
根拠の具体化によって立法と司法を補充とを改良する道を選ばなかった。もちろん、最近
の通説は、公平責任に対して最も消極的な立場を採り、公平責任を特殊な損失分担原則と
位置づけることによって損害賠償に関する法の不安定な状態が大幅に改善されるだろうと
期待している。しかし、依然としてその具体的な内容並びに根拠は確認されねばならない。 
公平責任に関する新法（中国侵権責任法）の注釈と最近の学説は、公平責任の適用を特
殊な場面に限定すべきことを示唆している。また、法規定と司法解釈によっても、公平責
任が一定の場面において損失の分担を調整することは次第に明らかになってきている。 
ところで、特別な場面に公平責任の適用を限定する方向性が示されているにもかかわら
ず、なぜそのような場面において財産状況などに基づき損失の分担を調整するかという問
題の理由を明らかにしていない。 
中国公平責任の内容が「当事者の経済状況と損失の大小ないし損害の程度」に基づく損
失の分担であると考える場合、当事者の経済状況と損害の程度に基づく損失の分担の理由
が次に問われることとなる。当事者の経済状況と損害の程度に基づく損失分担の理由に対
する十分な説明がなければ、公平責任の適用を特別な場面に限定するかどうかにもかかわ
らず、この種の損失分担は根拠が乏しいものとなり、成立が危ぶまれるものとなる。 
この問題については、第五章の検討内容にしている。 
 
第四章の概要 
公平に基づく損害賠償責任の軽減は、損失分担に関する調整のもう一つの立法現象であ
り、第四章「公平に基づく損害賠償責任の軽減」で、その内容について考察する。 
経済状況とその他の要素に対する考量から是認される損失の分担を公平責任と一般的に
考えるならば、以下に挙げる国々は、過失に基づく損害賠償責任について、公平責任的な
要素を考量して賠償責任の軽減を図っている。そこで、本章では、賠償責任の軽減と公平
責任とを対照して検討し、損失分担の調整に影響を及ぼす共通的な要素を確認している。
同時に、損失分担に対する調整の一形態としての公平に基づく賠償責任の軽減の問題点に
ついても検討している。 
第一節において、ロシア及び東欧諸国民法における賠償責任軽減の規定を調べている。
ロシア及び東欧諸国の民法において、公平責任的な要素に基づく損害賠償責任の軽減に関
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する規定が一般的に見受けられる。ロシア連邦民法典及びそれ以前のロシア共和国民法典、
ポーランド民法典、（旧）チェコスロバキア民法典、ハンガリー民法典、（旧）ドイツ民主
共和国民法典、（旧）ユーゴスラビア債務法はいずれも、特別な理由による加害者の損害
賠償責任の減免を規定している。 
具体的には、ポーランド民法典は、「被害者ならびに損害に責任ある者の財産状況」と「社
会的共同生活の諸原理」に基づく責任の軽減を認めている。（旧）チェコスロバキア民法典
は、「特別に考量すべき事情」、特に「損害の社会的な影響、損害の程度、当事者の財産状
況」を考量して賠償責任の軽減を可能にしていた。また、ハンガリー民法典は、「公平の見
地から特別な理由」を考量し、賠償責任の軽減ができるという内容を設けている。 
これらの規定に対して、ロシア連邦民法典の規定している内容は、「加害者の財産状況を
考量し、損害賠償の金額を減らす」と具体的に規定しているために、内容的には明確であ
る。現行法の規定された内容を見る限り、尐なくともこの規定は、加害者の救済、つまり
加害者の生活維持のために設けられたものであるといえる。 
ロシア損害賠償法に規定された加害者の財産状況に基づく賠償額の軽減と比べて、加害
者の救済について法文上より明確にその責任軽減の理由ないし本質を表明したのは、（旧）
ドイツ民主共和国民法典 340 条の規定と（旧）ユーゴスラビア債務法 191 条の規定である。
（旧）ドイツ民主共和国民法典は、加害者の「経済状態」と「将来の発展」を考量して、
加害者の基本的な生活と将来の発展に支障が生じないように、その者の賠償責任を軽減す
ることができるとしていた。（旧）ユーゴスラビア債務法は、貧困に陥ることにならない
ように損害の賠償を減らすことができると規定し、また被害者の受益に基づき加害者の損
害賠償責任を減らすこともできると規定していた。 
第二節においては、スイス債務法上の加害者の窮迫に基づく賠償責任の軽減について、
調べている。 
スイス不法行為法において、加害者の損害賠償責任の軽減に関して、賠償の給付によっ
て加害者が窮迫に陥ることを考量して賠償額が減らせることを規定している。加害者の窮
迫に基づく賠償責任の軽減については、加害者の過失の存在を大前提とした上で、その適
用では加害者の過失が軽過失でなければならないことも規定されている。 
「窮迫」の判断について、判例は具体的な基準を作ることをしていない。また、損害賠
償責任者を窮迫から救うという出発点から、保険の填補がある場合及び第三者に求償がで
きる場合には、窮迫に基づく賠償責任の軽減が認められない。なお、窮迫の認定（損害賠
償責任を軽減する判決）が行われた後に損害賠償責任者の経済状況が改善される可能性も
あるとして、損害賠償責任者の財産状況が改善される場合に備えて、被害者に訴権保留の
権利を与えることが考えられるが、現行法はそれを認めていない。 
第三節において、公平責任的な要素に基づく損害賠償責任の軽減について整理を加えて
いる。 
ロシア及び東欧諸国の損害賠償法における賠償責任の軽減とスイス債務法における損害
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賠償責任の軽減事由を比較してみると、経済状況に基づき損害賠償責任を軽減することが
基本的に各国の規定の共通な内容であり、過失責任の存在を前提に損害賠償責任の軽減を
図るので、過失責任を負う加害者を救済しようとする規定の趣旨ないし性格をはっきり見
ることができる。 
軽過失の存在（重過失・故意の排除）をその適用の前提にしているスイス債務法の立場
は、ロシア及び従来の東欧諸国のルールと比べれて、加害者の過失をより重視し、有責性
の評価がある程度厳しいものになったならば、加害者の救済を認めないとするのである。
これに対して、ロシア及び東欧諸国の損害賠償法における賠償責任の軽減は、過失の評価
とは完全に離れており、過失責任を負う加害者を救済する性格がより鮮明である。 
ところで、ロシア及び東欧諸国は、加害者の過失責任について、加害者の経済状況の考
量を中心に損害賠償額の軽減を規定している。またスイス債務法の場合も窮迫に陥ること
に基づく損害賠償額の軽減を認めている。このように、これらの国々の規定は、過失によ
る損害賠償責任を加害者救済の見地から軽減することで一致している。しかし、もし過失
責任が確定された段階で加害者の経済状況に基づき加害者に対して損害賠償額の軽減によ
る救済を与えることが可能であるとしたら、逆に、被害者が損害の発生によって窮迫に陥
っている場合に被害者救済のために加害者に対して損害賠償を命じることができないだろ
うか。損失分担という見地から加害者の負担軽減を認めるならば、同じ理由で被害者の負
担軽減を認めないことは、公平責任的な要素に基づく損害賠償責任の軽減を認めるすべて
の国にとって、被害者救済と加害者救済のバランス面で不公平を生じさせるのである。 
 
第五章の概要 
第五章「帰責原理としての公平責任」は、前四章の内容を整理したものであり、各国の
公平責任から、損害賠償の調整に関する三つの分類をした上で、それぞれの法理を検討し
て、帰責原理としての公平責任について、その成立可能性を考えている。 
第一節において、各国の公平責任に対する分類、整理を行っている。 
第一～第四章において明らかにされた各国規定の趣旨から見て、公平責任的な要素に基
づく損失分担の調整は次の三つの形で具現化していると考えられる。つまり、(1)ドイツ民
法、オーストリア民法、中国侵権法に規定されたように、公平に基づき損害賠償責任が肯
定される「公平責任」による帰責、(2)オランダ民法に認められるように、裁判官に具体的
な事情を考量する裁量権を与えることによって、公平な損失の分担を図る損失分担に関す
る衡平的アプローチ、(3)ロシア及び東欧諸国の民法、スイス債務法に規定された賠償責任
の軽減としての損害賠償の範囲に関する公平責任規定である。 
ロシア及び東欧諸国の民法、スイス債務法に規定された賠償責任の軽減は過失責任の存
在を前提とするので、公平責任的な要素による考量は、損害賠償の範囲の決定のために機
能する。具体的には加害者の財産状況などを査定した上で、損害賠償の一部を賠償責任の
範囲から外すことを可能にするものである。 
 10 
オランダ民法は、損害賠償責任に関して、具体的な事情を考量する裁量権を積極的に裁
判官に与えている。裁判官が具体的な事情を考量して責任の分担を決める構造は、いわば
衡平（equity）に基づくアプローチである。 
一方、ドイツ民法 829 条の規定によれば、責任能力のない加害者に対して事情を考量し
て公平に基づき損害賠償責任を帰することができる。オーストリア一般民法典 1310 条の規
定は、責任能力のない加害者に対しても、実質的な主観的過失、正当防衛の放棄、負担能
力に基づく損害賠償責任の成立を認めている。中国侵権責任法 24 条は、実際情況に基づく
損失分担の一般規定を設けると同時に、特別な場面に限り公平責任が適用されるという解
釈による修正が行われている。なおロシア民法 1083 条 3 項とスイス債務法 44 条 2 項は、
窮迫に陥る加害者の救済を認めており、その理論の延長上に、窮迫に陥る被害者の救済、
即ち被害者に対する救済ないし扶助に基づく損害賠償責任の成立可能性が考えられる。し
たがって、以上の各国の規定はすべて公平責任が機能する場面として、公平責任に基づく
帰責の実態がすでに明白に現されているといえよう。 
第二節において、公平責任に基づく帰責原理について、本稿は一つの可能性を提言して
みた。 
つまり、ドイツの公平責任、オーストリアの公平責任そして中国の公平責任を一列に並
べて見ると、帰責原理である公平責任の本質とは、経済状況ないし負担能力を基礎として、
具体化された事由の共同の作用によりある者に損害賠償責任を帰する効力を生じさせる法
理である、と帰納することができる。中でも、専ら経済状況に基づく帰責を考えるならば、
被害者が損害の発生によって経済危機に陥る事情を考量して、それに基づき加害者に損害
賠償責任を帰することは可能であると考える。つまり、損害の発生によって経済危機に陥
る被害者に損害賠償責任者が救助を与えることである。そして、当然のことながら、扶助
義務は、基本的に客観的な過失、損害の重大さという事由とともに、責任無能力者の監督
者、受益者のような特別な関連性の下ではじめて帰責事由たる公平責任として機能する。
なぜならば、このような具体化された事由がない限り、当事者間に扶助義務の発生根拠が
認められないからである。 
 
むすびの概要 
「むすび」では、公平責任について本稿の意見を要約し、今後の課題を考えている。 
本稿は、全体にわたって、世界各国の損害賠償法に点在する公平責任という損失分担の
法理を調べてきた。 
公平責任が帰責原理として確立できるかを中心に問題の解明に努めたところ、まず、帰
責原理である「公平責任」の本質は、具体化された諸事由の共同の作用で帰責を図る法理
であることが明らかになった。具体的には、責任無能力者、責任無能力者の監督者、一時
的な責任無能力者、不法行為による受益者に対して、また、緊急避難者の損害賠償責任に
関する特別な場面において、経済状況に基づき損害賠償責任を帰することがあることは、
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各国の法規定に関する考察によって確認された。そして、経済状況に基づく帰責について、
特別な扶助義務の存在がその根拠であり、帰責事由の本質であると捉えることができるこ
とも、明らかにできたといえよう。つまり、公平責任の発生の根拠は、具体化された事由
（具体的な場面）のもとで、損害の発生によって経済の危機に陥る当事者に対して当事者
間に扶助義務が発生することに求められるのである。 
 
今後の課題 
特別な扶助義務が生じる具体化された事由ないし具体的な場面は、各国の規定からいく
つか挙げられているが、公平責任の発生に関する扶助義務の具体化された内容とその適用
領域の広がりとをさらに厳密に分析することが今後の研究課題として残されている。また、
損害賠償責任者の経済状況も含めて、扶助義務を基礎とした当事者の経済状況に関する査
定に基づく損害賠償責任の範囲決定方法についても、各国の実務をさらに調査することが
一つの課題として残されている。 
 
以上 
